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「守り」から「攻め」へ、そして事業を動かす武器へ

当社は2025年統合レポートで、「守りの戦略」から「攻めの戦略」への転換を掲げました。知財を製品保護に留めず、創出した
技術を競争優位に導き、新規事業やライセンス活用へ展開することで企業価値を高める考え方です。2026年度は、この戦略を
実行段階へ移しています。知財を重要な経営資産として位置付け、既存製品の競争力強化や次世代製品の創出、新規事業創出
や収益機会の拡大につなげて、持続的な成長の実現をめざしています。

攻めの知財戦略を加速

事業競争力に結び付く発明を促すため、発明者報奨・表彰制度を見直します。評価軸を出願・権利化件数から、事業化への
貢献度、事業性、技術・知財の優位性へ転換し、「件数を積み上げる知財」ではなく「事業を成長させる知財」を評価します。
発明の価値を事業成果との関係で捉え、挑戦的な技術開発と質の高い知財創出を促します。

攻めの知財戦略を実践するための中核が「三位一体活動」です。知財部門では戦略担当者を配置し、各部門が開発初期から連携
して市場動向、競争環境、知財リスクを分析し、「どの市場で勝つか（事業性）」「どの技術を開発するか（技術優位性）」「何を権利化
するか（知財優位性）」を検討しています。複数の開発テーマについてこの3つの指標を評価するとともに、事業性検討、技術開発、
知財化を一体で推進し、それぞれの活動を反映し合うことで、事業化・知財化を見据えた技術開発や、技術と知財による競争優位を
活かした事業化につなげ、事業の勝ち筋を構築するための活動を進めています。そのうえで、必要な知財ポートフォリオを戦略的に
構築し、事業を支える攻めの参入障壁の形成に取り組んでいます。

攻めの知財戦略を実行段階へ

当社の知財活動は、TRV2030の実現に向けて、事業化の成功確率向上、競争優位につながる知財ポートフォリオの構築、そして
迅速かつ最適な経営判断につなげることをめざします。
勝ち筋の検証を通じて得られた評価結果は、テーマの継続・重点化・見直しなどの経営判断に活用します。また、将来の成長領域
や投資領域を明確化し、経営資源を有望分野へ集中させることで、事業ポートフォリオの強化につなげていきます。
さらに、大学やスタートアップとの共創や規格化活動も組み合わせながら、事業・開発・知財を一体で推進し、事業の将来像を
描き、将来の成長領域を見極め、企業価値向上に取り組んでいきます。

事業の勝ち筋を描き、経営判断につなげる知財活動

2026年度の取り組み

企業価値向上のシナリオ

実績1

発明者報奨・表彰制度2

取り組み概要項目 実行状況

知財が事業性検討へ
参画

知財は、知財情報の活用だけでなく、開発初期から事業性・技術優位性・知財
優位性を評価し、各部門と一体で活動することで、事業の勝ち筋や競争
優位の源泉を明確化した事業性検討を実施

事業性検討実施テーマ数：4テーマ

今後は、事業性検討を全社へ展開し、開発初期から3つの戦略を一体で検討する体制を強化します。市場動向、競争
環境、知財リスクを早期に捉え、勝ち筋に沿った知財ポートフォリオを構築します。活動の進捗と成果を継続的に
検証し、事業環境の変化に応じて戦略を機動的に見直します。
また、「攻めの出願」へのシフトを進め、新規事業や将来のライセンスにつながる基盤を強化します。知財を「守りの
資産」から「事業を動かす武器」へ変え、企業価値向上につなげます。

知財を事業を動かす武器へ今後の展開

知財ポートフォリオの将来像

攻めの出願 守りの出願

2025年実績

攻めの出願 守りの出願

2030年目標

出願比率の見直し

：既存製品
：次世代製品

：新領域・新規事業

保有特許・出願案件を見直し、その原資を重点領域へ再配分することで、
競争優位の構築や攻めの参入障壁形成につながる知財ポートフォリオ
の強化を推進

保有特許見直し実施件数：550件
ポートフォリオ強化テーマ数：1テーマ

知財投資原資の創出
および選択と集中

知財権の活用

保有知財の活用に向けて、外部専門機関を活用した保有知財の評価を
実施、ライセンス活用や特許譲渡の可能性を調査
保有知財の多くは自社製品防衛型であり、外部利用を前提とした特許で
はなかったため成果につながらなかった
今後は三位一体活動を通じて、競争優位を生み出す領域へ知財投資を
集中することで、事業成長の原動力となる知財ポートフォリオを構築

評価対象特許件数：180件

規格化に関する
出願活動

標準化・規格化の推進と、出願活動の一体運用 規格化検討テーマ：1件

人財育成・組織体制
知財リテラシーの向上ために知財部門と新商品開発部門との連携を
強化し、事業・開発・知財を横断的に理解できる人財を育成

育成強化人数：5名

事業性

• 有望市場、成長領域の
特定

• 競争環境、収益性の
見極め

技術優位性
• 自社技術の強み、弱み
を把握

• 将来競争力につながる
技術の特定

知財優位性

• 知財リスクの把握
• 競争優位につながる知財
ポートフォリオの構築

攻めの知財戦略

技術開発センター
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